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「新成長戦略（基本方針）」について（抄） 

 

平成21年12月30日 閣議決定 

  

２２．．６６つつのの戦戦略略分分野野のの基基本本方方針針とと目目標標ととすするる成成果果  

 

 

～「出番」と「居場所」のある国・日本～ 

【2020 年までの目標】 

○以下の項目について、雇用戦略対話等を踏まえ具体的目標を定める。 

『若者フリーター約半減』、『ニート減少』、『女性M 字カーブ解消』、『高

齢者就労促進』、『障がい者就労促進』、『ジョブ・カード取得者300 万人』、

『有給休暇取得促進』、『最低賃金引上げ』、『労働時間短縮』 

【主な施策】 

● 若者・女性・高齢者・障がい者の就業率向上 

● 「トランポリン型社会」の構築 

● ジョブ・カード制度の「日本版NVQ（職業能力評価制度）」への発展 

● 地域雇用創造と「ディーセント・ワーク」の実現 

 

（雇用が内需拡大と成長力を支える） 

内需を中心とする「需要創造型経済」は、雇用によって支えられる。国民は、安心

して働き、能力を発揮する「雇用」の場が与えられることによって、所得を得て消費

を拡大することが可能となる。雇用の確保なくして、冷え切った個人消費が拡大し、

需要不足が解消することはあり得ない。 

また、「雇用・人材戦略」は、少子高齢化という制約要因を跳ね返し、「成長力」

を支える役割を果たす。少子高齢化による「労働力人口の減少」は、我が国の潜在的

な成長エンジンの出力を弱めるおそれがある。そのため、出生率回復を目指す「少子

化対策」の推進が不可欠であるが、それが労働力人口増加に結びつくまでには20 年以

上かかる。したがって、今すぐ我が国が注力しなければならないのは、若者・女性・

高齢者など潜在的な能力を有する人々の労働市場への参加を促進し、しかも社会全体

で職業能力開発等の人材育成を行う「雇用・人材戦略」の推進である。 

 

（国民参加と「新しい公共」の支援） 

   国民すべてが意欲と能力に応じ労働市場やさまざまな社会活動に参加できる社会

（６）雇用・人材戦略 

資料１ 
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（「出番」と「居場所」）を実現し、成長力を高めていくことに基本を置く。 

このため、国民各層の就業率向上のために政策を総動員し、労働力人口の減少を跳

ね返す。すなわち、若者・女性・高齢者・障がい者の就業率向上のための政策目標を

設定し、そのために、就労阻害要因となっている制度・慣行の是正、保育サービスな

ど就労環境の整備等に２年間で集中的に取り組む。 

また、官だけでなく、市民、NPO、企業などが積極的に公共的な財・サービスの提供

主体となり、教育や子育て、まちづくり、介護や福祉などの身近な分野で活躍できる

「新しい公共」の実現に向けて、円卓会議を設けて、民間（市民、NPO、企業等）の声

を聞きつつ、本格的に取り組む。 

 

（成長力を支える「トランポリン型社会」の構築） 

   北欧の「積極的労働市場政策」の視点を踏まえ、生活保障とともに、失業をリスク

に終わらせることなく、新たな職業能力や技術を身につけるチャンスに変える社会を

構築することが、成長力を支えることとなる。このため、「第二セーフティネット」

の整備（求職者支援制度の創設等）や雇用保険制度の機能強化に取り組む。また、非

正規労働者を含めた、社会全体に通ずる職業能力開発・評価制度を構築するため、現

在の「ジョブ・カード制度」を「日本版NVQ（National Vocational Qualification）」

へと発展させていく。 

※NVQ は、英国で20 年以上前から導入されている国民共通の職業能力評価制度。訓練や仕事の

実績を客観的に評価し、再就職やキャリアアップにつなげる役割を果たしている。 

 

（地域雇用創造と「ディーセント・ワーク」の実現） 

国民の新たな参加と活躍が期待される雇用の場の確保のために、雇用の「量的拡大」

を図る。このため、成長分野を中心に、地域に根ざした雇用創造を推進する。また、

「新しい公共」の担い手育成の観点から、NPO や社会起業家など「社会的企業」が主

導する「地域社会雇用創造」を推進する。 

また、雇用の安定・質の向上と生活不安の払拭が、内需主導型経済成長の基盤であ

り、雇用の質の向上が、企業の競争力強化・成長へとつながり、その果実の適正な分

配が国内消費の拡大、次の経済成長へとつながる。そこで、「ディーセント・ワーク

（人間らしい働きがいのある仕事）」の実現に向けて、「同一価値労働同一賃金」に

向けた均等・均衡待遇の推進、給付付き税額控除の検討、最低賃金の引上げ、ワーク・

ライフ・バランスの実現（年次有給休暇の取得促進、労働時間短縮、育児休業等の取

得促進）に取り組む。  
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～子どもの笑顔あふれる国・日本～ 

【2020 年までの目標】 

『誰もが安心して子どもを産み育てられる環境の実現による出生率の継続的上

昇を通じ、 

人口の急激な減少傾向に歯止め』 

『速やかに就学前・就学期の待機児童を解消』 

『出産・子育ての後、働くことを希望するすべての人が仕事に復帰』 

『国際的な学習到達度調査で常に世界トップレベルの順位へ』 

【主な施策】 

● 幼保一体化を含む各種制度・規制の見直しによる多様な事業主体の参入促進 

● 育児休業の取得期間・方法の弾力化（育児期の短時間勤務の活用等） 

● 教員の質の向上、民間人の活用を含めた地域での教育支援体制の強化 

● 高等教育の充実 

● 子どもの安全を守るための社会環境の整備 

 

（子どもは成長の源泉） 

我々は周りの人々の笑顔を我が歓びと感じ、幸せを実感することにより、生きてい

く力を与えられる。子どもの笑顔が、家族の笑顔に広がり、地域や職場での笑顔に広

がる。社会が笑顔であふれることが、日本が活力を取り戻し、再び成長に向かうため

の必要条件である。我々は、将来の成長の担い手である子どもたちを、社会全体で育

てていかなければならない。 

 

（人口減少と超高齢化の中での活力の維持） 

70 年代後半以降、出生率が低下傾向に転じ、深刻な少子化が顕在した 90 年代以降、

累次の対策が講じられたが、公的支出や制度・規制改革において抜本的な対策が実施

されず、少子化傾向に歯止めがかかっていない。2005 年には日本の総人口は減少に転

じ、現在の出生率の見通しのままでは 2050 年の人口は 9,500 万人と推計される。将

来にわたって、良質な労働力を生み出し、日本の活力を維持するために、今こそ大き

な政策転換が求められる。 

このため、子ども手当の支給や高校の実質無償化を実行に移し、すべての子どもた

ちの成長を支える必要がある。また、子育て世代は、消費性向が高く、これらの支援

は消費拡大・需要創造の面からも効果が高い上、子ども関連産業の成長にも高い効果

をもたらす。 

誰もが安心して子どもを産み育てられる環境を実現することは、女性が働き続ける

ことを可能にするのみならず、女性の能力を発揮する機会を飛躍的に増加させ、新た

な労働力を生み出すとともに、出生率の継続的上昇にもつながり、急激な人口減少に

対する中長期的不安を取り除くことになる。また、子どもの安全を守り、安心して暮

らせる社会環境を整備する。 



4 
 

このため、幼保一体化の推進、利用者本位の保育制度に向けた抜本的な改革、各種

制度・規制の見直しによる多様な事業主体の参入促進、放課後児童クラブの開所時間

や対象年齢の拡大などにより、保育の多様化と量的拡大を図り、2020 年までに速やか

に就学前・就学期の潜在需要も含めた待機児童問題を解消する。また、育児休業の取

得期間・方法の弾力化（育児期の短時間勤務の活用等）、育児休業取得先進企業への優

遇策などにより、出産・育児後の復職・再就職の支援を充実させ、少なくとも、2017 年

には、出産・育児後に働くことを希望するすべての人が仕事に復帰することができる

ようにする。 

 

（質の高い教育による厚い人材層） 

略 
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３３．．豊豊かかなな国国民民生生活活のの実実現現をを目目指指ししたた経経済済運運営営とと今今後後のの進進めめ方方  

（１）マクロ経済運営 

 

鳩山政権は、「新成長戦略」の実行と並行して、豊かな国民生活の実現を目指した

マクロ経済運営を行う。 

デフレは、経済、ひいては国民生活に大きなマイナスの影響を及ぼす。デフレの克

服を目指し、政府は、日本銀行と一体となって、できる限り早期のプラスの物価上昇

率実現に向けて取り組む。また、家計が得る所得が増加し、国民が成長を実感できる

名目成長率の実現を最重要課題と位置付けた経済運営を行う。具体的には、2020 年度

までの平均で、名目３％、実質２％を上回る成長、2020 年度における我が国の経済規

模（名目GDP）650 兆円程度を目指す。 

 

「新成長戦略」においては、グリーン・イノベーションやライフ・イノベーション

を創出し、成長のフロンティアを拡大していくことが、新たな需要と雇用を拡大する

鍵となる。そのためには、世界の中でも優れた産業競争力を維持・強化する必要があ

り、企業はその原動力となる。また、教育や職業訓練等を通じたヒトへの投資や労働

参加の拡大が、極めて重要な役割を担うこととなる。政府は「コンクリートから人へ」

の政策でこれを支える。 

 

「新成長戦略」を通じた雇用創造等により、現在５％を越えている失業率について

は中期的に３％台への低下を目指す。同時に、若者・女性・高齢者を始め就業を希望

するすべての国民が働くことのできる環境を整える。また、所得等の格差に十分注意

を払いつつ経済運営を行う。 

数値としての経済成長率や量的拡大のみを追い求める従来型の成長戦略とは一線を

画した。生活者が本質的に求めているのは「幸福度」（well-being）の向上であり、

それを支える経済・社会の活力である。こうした観点から、国民の「幸福度」を表す

新たな指標を開発し、その向上に向けた取組を行う。 

 

鳩山政権の成長戦略である需要創造型経済への転換には、政治的リーダーシップが

不可欠な要素である。政治主導で過去の内閣では手を付けることができなかった、利

害団体の既得権や省庁のタテ割りの弊害にメスを入れ、真に必要なものへの「選択と

集中」を実現し、これまで実現されなかった国民のニーズに応えていく。政権交代に

よって誕生した鳩山政権は、過去のしがらみにとらわれることなく、これを打破する

突破力をもって取り組む。 

 

（２）新たな成長戦略の取りまとめに向けた今後の進め方 
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本「基本方針」に沿って、来年初めから有識者の意見も踏まえる形で以下のような

「肉付け」を行い、その結果も踏まえて、「成長戦略策定会議」において、2010 年６

月を目途に「新成長戦略」を取りまとめることとする。 

 

（目標・施策の具体化・追加） 

２．に掲げた各戦略分野について、「国民の声」も踏まえつつ、①需要創造効果、

②雇用創造効果、③知恵の活用（財政資源の有効活用）等の視点から、目標設定、施

策の更なる具体化や追加などについて検証を行うとともに、新たに明らかになった課

題について、その解決に向けた方策を徹底的に検討する。 

 

（「成長戦略実行計画（工程表）」の策定と政策実現の確保） 

政策は「実現」してこそ意味がある。 

本「基本方針」に盛り込まれた目標・施策に加えて、上述の「目標・施策の具体化・

追加」を行った上で、「新成長戦略」の取りまとめ時に、国家戦略室において「成長

戦略実行計画（工程表）」を策定する。その際、2010 年内に実行に移すべき「早期実

施事項」、今後４年間程度で実施すべき事項とその成果目標（アウトカム）、2020 年

までに実現すべき成果目標（アウトカム）を時系列で明示する。 

加えて、「成長戦略実行計画（工程表）」を計画倒れに終わらせずに確実に実現す

るため、「政策達成目標明示制度」（「予算編成等の在り方の改革について」（平成

21年10月23日 閣議決定））に基づく、各政策の達成状況の評価・検証を活用する。 

 


